























































































































































































































事故発生月日 フィダー名 事故発生時間 復旧時間 事故原因 停電戸数




H．36月3日 安中線 16時9分 16時54分
火砕流による
z電設備損壊
412戸
H．36月8日 平山線 20時41分
6月9日
O時2分
降灰による
ﾚ地事故
　　一P359　
て，深江町と布津町の一部の電力を確保することがで
きるので，高圧発電機車は6月22日に返却された．
　土石流・火砕流の他に降灰や噴石も停電の原因とな
る．これらに対して，Table　4に示すような設備の管理
対策を行ってきた．5月25日，26日，6月1日，3日，
8日と降灰が多く，変電所と送電線の降灰パトロール
を実施した．6月8日には，降灰によって配電線が一
部トリップして，一時供給停止になった．島原営業所
は，降灰のサンプルを鹿児島大学に4回送って分折を
依頼するとともに，碍子に付着する灰を除去するため
に洗浄を行った．島原営業所には降灰量をモニターす
るVo電圧記録計を設置している．
　6月30日の水無川の土石流で，高圧送電線が，鉄塔
1基倒壊のために切断された．また，配電線も多数損
壊しているが，被害調査はまだ行われていない．また，
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Table　4　Maintenance　of　power　system　against
　　　　volcanic　ash　and　cinders
設備名 設備の管理状況など
・島原変電所は毎日，大三束・有家変電所につい
て，適宜パトロールを実施している．
また，島原変電所については，諌早制御所及び長
崎電カ所から監視用テレビで常時監視している．
火 変電所
・汚損測定装置で，汚損値を測定し，管理値及び
~灰付着状況から判断し，碍子洗浄装置を設置
山
　している．
E各発電所（島原・大三束・有家・橘・愛野）に
は碍子汚損を測定するパイロット碍子及び移動
灰 式の碍子洗浄装置を設置している．
対
・愛野島原線の大三束分岐点付近から島原方面及
ﾑ大三東分岐点は，毎日パトロールを実施し，
碍子等への降灰状況を確認している．
応
送電線
・島原半島内の4ヶ所に設置したパイロット碍子
ﾅ汚損値を測定し管理値及び降灰付着状況から
判断し，碍子洗浄を実施している．
・活線注水碍子掃除器（4台）は長崎電カ所に常
記している．
・事故復旧資材として島原変電所構内に断路器・
支持碍子等を準備している．諌早・愛野変電所
噴
変電所 には移動用変圧器を配備している．
i諌早SS・66／6KV，20MVA×1，愛野SS・66／
6KV，10MVA×1）
石
・巡視員にて毎日パトロールを実施し，噴石の状
対 況を確認
・噴石による碍子のひだ欠け等に対して対応でき
応
送電線 るよう必要資材確保済
i噴石が碍子に当たっても碍子断連にはいたら
ず欠け程度で済み送電機能は維持できるものと
想定される）．
水無川横断通信施設への被害対策として，迂回ルート
を確保するために通信系統の変更，回線の増加（島原
系通信回線迂回ルート構成）を5月31日から6月13日
にかけて行った．さらに，7月2日からバックアップ
通信回線を有明海横断ルートで構成した．
　8月下旬から，普賢岳の北東側斜面で火砕流が起こ
り始めた．ふもとの島原市千本木地区に火砕流が迫っ
てきたために，避難勧告が8月31日に出されたが，同
地区の近くを通る九州電力の66，000Vの高圧送電線
（愛野一島原）が火砕流で切断される危険性がでてき
た．送電線が切断された場合，すでに水無川を横断す
る送電線が切断されているので，島原市全域に電気が
行かなくなる．このために，九州電力では，火砕流の
影響を受ける危険がある中尾川のそばの第62号鉄塔に
高さ3mの鉄製防護柵を2重に設置した．また，万一
の切断に備えて，島原市浜町の広場に高圧発電機車
（240KW）50台による計12，000KWの送電施設を設け
た．高圧発電機車を事前にもってくればよい体制に
なっている．さらに島原市の外港に，内燃力による移
動用発電機車（2，700KW）を配置している．
　九州電力では，島原市や深江町の仮設住宅に外灯100
基を贈った．仮設住宅にはこれまで外灯がなく，避難
住民から，夜間の通行に不便なので外灯が欲しいとい
う長崎県に出ていた要望に応えたものである．
　島原営業所では，災害による被害の復旧，災害対策
の他に，仮設住宅への配電工事を行い，8月23日現在
662戸，1，324KWの需電量に対応した．7月9日に活火
山法（活動火山対策特別三法）に基づく降灰防除地域
に，島原市と深江町の全域が指定された．これによっ
て，学校・保育所などの教育・社会福祉施設の空調設
備の整備が可能になると，学校などでのエアコン設置
に伴う需要が972KW増となった．しかし，島原半島全
体では転出，商工業の休業，飲食店の休業などで，電
力の売上げは6．4％減少した．
　火砕流という，発生してからの避難が不可能な災害
に対して人命を守るために，警戒区域が設定された．
この設定によつで人命は守られたが，立ち入り制限に
伴って防災関係者も立ち入ることができない状況に
なった．自衛隊の協力のもとに，溶岩ドームが見える
時間にのみ立ち入ることができる形をとった．九州電
力では，警戒区域内には作業員の安全のために現場に
立ち入らない方針で対応してきた．つまり，復旧は行
わずに停電範囲の拡大で対処してきた．水無川下流で
は遠隔操作の開閉器を通常よりも3～4倍入れて小さ
な区間で停電が納まるような緊急対策をしている．ま
た，天狗山のNHKおよび民間放送局の中継所の電力
はストップしたままである．警戒区域内の応急的な設
備の電気工事は，関係機関が行った．長崎県の岩床山
の火砕流監視カメラの設置，国道251号線の信号の電源
は，長崎県や自衛隊が配線を行った．しかし，9月に
入って警戒区域の設定から100日の節目から，警戒区域
の一部解除が具体的日程に入ってきたため，九州電力
は，住民の避難や防疫活動に必要な防災行政無線や，
安中水源地のモーター電気工事を自衛隊の協力を得て
行った．また，9月6日には，水無川沿いと土石流の
被害を受けた北安徳町，鎌田町を除く国道57号線より
海側の地域への送電工事を終えた．警戒区域の延長，
解除を決定する防災会議が，前日の夕方に決められる
ために，解除される地域が直前まで不明で，解除後に
向けての体制がただちに組めない問題がある．また，
警戒区域解除後のストーリー，たとえば警戒区域→避
難勧告→解除か，警戒区域→解除か．ライフラインの
復旧は，警戒区域解除の4，5日前か，警戒区域解除
と同時かそれとも後か．住民の帰宅は避難勧告解除後
何日以内か，など不明な点が多く，島原営業所ではい
ろいろな段階を想定して，資材および要員の手配を
行っている．
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3．都市ガス
　島原市の都市ガスは，大正2年の島原瓦斬会社の設
置に始まった．その後，ガスの経営は，昭和に入って
からの不景気の影響を受けて悪化し，九州瓦斬事業が
継続し，現在，西部ガスが経営している．島原営業所
は，島原市のほぼ半分を占める約6，600世帯に都市ガス
を供給している．なお，深江町には都市ガスは供給さ
れていない．
　平成2年11月17日の噴火以来，島原営業所は，長崎
支店とともに非常時対応策について協議を重ねてきた。
震度4（中震）以上の場合には，ポケットベルや電話
で全社員22人を呼び出し，供給・製造・営業・総務の
4班を編成し，域内パトロールや敷設導管の管理，ガ
ス栓閉めの徹底，復旧作業，資材搬送などに当たる計
画を立案した．
　西部ガス島原営業所は5月27日に災害対策本部を設
置し，水無川・中尾川周辺のガス管にガスの供給を止
めるバルブを6月11日までに設置した．そして24時間
監視体制を敷き，緊急時にはバルブを閉める計画を作
成した．また，都市ガスの全面的な供給ストップを防
ぐため，島原市のガス管を南北の2つのブロックに分
けるバルブの設置を6月14日に行った．都市ガスの供
給地域は，島原市の中心部に集中しており，水無川・
中尾川の流域には少ない．最近建設された団地などに
供給されている．今回の警戒区域の設定で，南崩山町
の魚見団地80世帯と梅園町の県職員住宅30世帯の計
110世帯が警戒区域に含まれ，供給停止となっている．
また，北部の中尾川流域の六ッ木町にある六ッ木団地
に供給されている都市ガスには被害がなく，現在のと
ころは，正常に供給されている．
　避難した警戒区域内の各世帯の閉栓はしないままで
ある．警戒区域が解除されて，避難勧告区域になると，
住民は昼間帰宅してガスを使用することになる．しか
し，長期にわたる降灰のノズル，バーナー類への影響
が心配されるために，これを点検した後に使用者に立
ち会ってもらって，再開栓する計画となっている．
り下げた深井戸と浅い井戸1本からポンプでくみあげ，
8ヶ所の配水池に送っている．
　今回，火砕流の被害を受けた水無川は，ふだんは水
が流れていない天井川になっている．上木場地区の水
源は，普賢岳の北東斜面を下り，眉山西側に達するお
しが谷の湧水である．眉山周辺は炭酸泉群と呼ばれて
いる．中木場水源は，この湧水の炭酸を除いて，パイ
プで中木場簡易水道配水池Q＝123㎡に送られている．
369㎡／日が上水道に使われ，残りが農業用に使用され
ている．この水道施設は，昭和44年に完成した．一日
の最大給水量は369㎡／日で，世帯数495戸，人口2，006
人（北上木場町，白谷町，仁田町，天神元町，門内町，
札の元町，木下町）に給水している．・6月30日のおし
が谷を源流とした土石流で，水道施設は破壊された
（Table　5）．また，水無川沿いに位置する，安中第1
水源（Q＝2，000㎡／日）と安中第2水源（Q＝1，700㎡／
日）は，ともに停電により停止したが，水道施設には
被害はなかった．
Table　5　Damage　of　Nakakoba　small　water・supply
　　　　system
設　置　名
水　源（湧　水）
エアレーション室
配　　水　　池
曝　　気　　塔
接　　合　　井
内　　容　　な　　ど
内径32m×高さ4．Om
RC造3．8m×5．7m×3．3m（123㎡）
処理能力455㎡／日
RC造3．5m×2．5m×2．5m（Q＝14㎡）
4．上水道
　島原市には湧水が多く見られ，水の豊かな都市とし
て有名である．このために，上水道の整備はさほど緊
急性がなかった．しかし，人口が増加して衛生観念が
向上し，さらに観光が強調されるにしたがって重要視
されるに至り，島原市の上水道は，昭和35年に給水人
口25，000人を対象に開始された．その後，順次6期ま
で拡張工事が行われ，現在普及率97％となっている．
市内11ヶ所の水源はすべて地下水で，地下150mまで掘
　深江町では，大野木場地区簡易水道の貯水池が4月
初め，多量の火山灰の混じった泥流のために埋没した．
このために451世帯への給水がストップした．深江町で
は，赤松谷川上流の湧水口4ヶ所から，直i接バイパス
を引いて対応した．
　水無川の土石流および火砕流で，中木場水源池，配
水池は被害を受けたが，降灰による湧水の水質の変化
や汚濁はない．しかし，地震などによって地殼変動に
よる地下水の枯渇があった場合には取水が三二になる
ので，500遡入りのプラスチックタンク40個および市内
の酒造業者や運送会社から提供を受けた自家用の給水
車を用意して万一に備えている．現在のところ，地下
水位には大きな変化はない．
　6月3日の大火砕流のあった翌日から，上水道の使
用量は，連日23，000㎡を越え，通常の1日平均使用量
17，000㎡を大幅に上回った．相次ぐ火砕流で，島原市
内は降灰が頻発したため，車や家，道路が灰色となる
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ほど火山灰が堆積した．これらの堆積した火山灰を流
すことが市民の日課となった．このため，6月4，5
日にかけて水無川下流域北側一帯1，840世帯，5，570人
を受け持つ安中配水池が空になった．高台の住宅街が
断水し，島原市では5004の小型給水車3台を出動させ
た．
　警戒区域が解除され避難勧告になると，市民は昼間
は帰宅して自宅の清掃などを始める．防疫・電力と並
んで水の給水は欠かせない．島原市は九州電力に依頼
して，安中水源池の電気工事を行った．安中水源池が
使用できることが判明したので，避難勧告解除後の水
無川下流地区への給水は，いまのところ問題はないよ
うである．断水地区が生ずることに備えて島原市水道
課では，タンクおよび給水車の確保に加えて，救援物
資の家庭用ポリタンクなどをストックしている．
5．避難世帯への料金減免
　この災害で避難した島原市と深江町の住民は，電
力・ガス・上水道のサービスを事実上利用することが
できない．このため，各機関はTable　6のように，サー
ビス料金の減免を行った．避難対象地区の住民の利用
者に対して，警戒区域および避難勧告の設定された日
から災害が納まって帰宅するまでの間にかかった電力
とガス料金の使用料金を免除し，また，それ以前の料
金の支払期限も帰宅後まで延期すると6月12日発表さ
れた．九州電力と西部ガスが通産省にこれらの特別処
置の適用を申請したもので，いずれも即日認可された．
急いで避難したために，冷蔵庫のスイッチなどを切っ
ていないケースなどを面詰するための処置である．
　電気料金は，島原市と深江町で2，089世帯（6月12日
現在），ガス料金は島原市で110世帯に適用された．水
道料金についても，島原市水道課で対応を決めた．
6．まとめ
　本研究は，雲仙普賢岳災害に対する電力・都市ガス・
上水道のライフラインの事前対策と応急対策を明らか
にしたものである．各機関では，雲仙普賢岳の噴火後，
198年前の災害のシナリオを警戒して情報収集を始め
た．島原市による眉山崩壊に備えた避難計画は，各機
関に防災対策策定のきっかけを与えた．
　防災機関には，火山情報，災害の情報，見通しなど
が集まってくるが，公共性が強いにもかかわらず，電
力・都市ガスなどの私企業では，情報を自ら収集する
必要がある．都市システムを復旧する各機関との連携
をスムーズにするために，警戒区域の設定の段階から
縮小解除の段階になると，復旧の担当者を防災会議の
メンバーに加えるか，延長・解除を決定する会議を前
日ではなく，3～4日前にすることなどが望まれる．
　噴火，降灰，土石流，最後に火砕流と災害が順次拡
大したために，名機関とも対応がとれたが，復旧の段
階になると多くの資材・人員・時間を要することが予
想され，あい路をつくらないような復旧体制を相互に
連絡をとりながら，立案することが望まれる．
　本調査を行うにあたり，九州電力㈱島原営業所，九
州電力㈱長崎営業所，西部ガス㈱島原営業所，島原市
水道課の担当者のお世話になった．災害の対策，復旧
に多忙な折，調査に協力頂いた担当者の皆様に謝意を
表する．また，本調査をまとめるにあたって，朝日新
聞，島原新聞，長崎新聞，西日本新聞，毎日新聞およ
び読売新聞を参考にした．なお，本研究を行うにあた
り，平成3年度文部省科学研究費補助金総合研究（A）
「1991年雲仙岳における土石流の調査研究」（研究代表
者：平野宗夫・九州大学工学部教授）および重点領域
研究（自然災害）計画研究「傾斜都市域の洪水・土砂
氾濫災害の予測と軽減・復興対策に関する研究」（研究
代表者：高橋保・京都大学防災研究所教授）の2件の
研究費を使用したことを付記する．
Table　6　Reduction　of　public　utilities　charge
項 目 サービス料金の減免の内容
電 気
発令日から解除などより電気を再開する日までに限
阮ﾆ除
都市ガス
発令日からガスの使用を再開されるまでの間のガス
ｿ金を免除
・中木場簡易水道
6月分　基本料金，ただし家屋が焼失した世帯
については免除
水 道 7月以降　施設復旧までの間料金は免除
・上水道
6月分　基本料金
7月以降　検針できるまでは免除
